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平成２７年４月２４日 

 

 

各 位 

会 社 名 日本製紙株式会社 

代表者名 代表取締役社長 馬城 文雄 

（コード：3863 東証第 1部） 

問合せ先 企画本部海外事業部長 大林 保仁 

（TEL．03-6665-1005） 

 

 

理文造紙有限公司 (Lee & Man Paper Manufacturing Limited) との 

業務提携解消および株式の売却に関するお知らせ 

 

 当社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：馬城文雄）は、平成 27年 4月 24日開催の取締役会にお

いて、中国の段ボール原紙製造メーカーである理文造紙有限公司（Lee & Man Paper Manufacturing Limited、

以下「L&M 社」）との業務提携解消および L&M 社株式の売却について、以下のとおり、決定をいたしましたの

で、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携解消および株式売却の理由 

 当社と L&M 社は、平成 22 年 6 月 22 日付で公表いたしました「理文造紙有限公司（Lee & Man Paper 

Manufacturing Limited）との業務提携および株式取得に関するお知らせ」のとおり、両社の企業価値を

向上させることを目的として、これまで、当社による技術支援および人材交流等を行ってまいりました。

両社の業務提携の成果は、L&M 社が事業規模を拡大し、2014 年 12 月期決算は過去最高の連結売上高を記

録するなど、順調に顕現されてきております。このような中、中国市場における競争は厳しさを増して

おり、L&M 社の創業家一族からは、同社のさらなる発展のためには創業家一族によるガバナンスの集中

化が重要である、との意向が示されております。一方で、当社はグローバルな総合バイオマス企業とし

ての取り組み強化を中長期的な経営方針に掲げ、事業構造転換に向けた経営資源の配分見直しを推進し

てきております。さらに今後、人材を含む限られた経営資源をより一層有効に活用していく必要性があ

ると判断していることから、今般 L&M 社との業務提携契約更新を迎えるにあたって同社と協議を行い、

これまでの相応の効果発現を踏まえて契約を終了することで合意に至りました。また、L&M 社の創業家

一族で、かつ L&M 社の会長および CEO より、L&M 社に対する持分を増やしたいとの要望がありましたの

で、当社もこれに同意し、株式の一部売却をいたします。併せて、当社は L&M 社の創業家一族に対して、

当社が保有する残りの L&M 社の株式に関して、一定の条件の下行使することができる先買権（Right of 

First Refusal）を付与いたします。 

 尚、今般両社の業務提携は解消いたしますが、L&M 社が当社にとって中国における紙パルプ事業のベ

ストパートナーであることには変わりはなく、今後もこれまで培ってきた信頼関係をもとに、信頼のお

けるパートナーとしての関係を継続することで両社は一致しております。 

 

２．契約等の終了と当社取締役の退任 

 当社と L&M 社で締結していた業務提携契約等の諸契約を、本日付で終了いたします。これに伴い当社

から派遣の取締役は同日辞任し、併せて人材交流も終了いたします。 
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３．株式譲渡の内容 

 当社保有の L&M 社株式に対し、L&M 社の創業家一族である会長および CEO より購入の意向が示されま

したので、本日付で、保有株式の一部である 3 億 1750 万株（6.83％）を対象とする売買契約を締結し、

12億 70百万香港ドルで売却をいたしました。 

 

 

４．L&M社の概要                             （平成 27年 4月 24日現在） 

（１） 名 称 
理文造紙有限公司 

Lee & Man Paper Manufacturing Limited 

（２） 所 在 地 

（Registered Office） 

Cricket Square Hutchins Drive P.O.Box 2681 Grand Cayman KY1-

1111 Cayman Island 

（Principal Office） 

5th Floor, Liven House 61-63 King Yip Street Kwun Tong 

Kowloon Hong Kong 

（３） 代表者の役職・氏名 Lee Man Bun（CEO） 

（４） 事 業 内 容 段ボール原紙の製造および販売 

（５） 資 本 金 117.402 百万香港ドル 

（６） 設 立 年 月 日 2003 年5 月21 日 

（７） 大株主および持株比率 

Gold Best Holdings Ltd.  54.55% 

日本製紙株式会社   15.45% 

 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当該会社の発行株式総数の15.45%に相当する

718,515,679株を保有しています。なお、平成27年4

月24日付で当該会社の発行株式総数の6.83%に相当

する3億1750万株を売却いたします。 

人 的 関 係 

当社代表取締役1 名を含む2 名が当該会社の取締役

に就任しています。なお、平成27年4月24日付で辞

任いたします。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき取引関係は

ありません。また、当社の関係者および関係会社と

当該会社の関係者および関係会社の間には、特筆す

べき取引関係はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当該会社は、当社の持分法適用関連会社であり、関

連当事者に該当します。 

（９） 
当該会社の最近３年間の連結経営成績および連結財政状態 

（単位：香港ドル、1 株当たり連結当期純利益はセント） 

 決算期 2012 年12 月期 2013 年12 月期 2014 年12 月期 

 連 結 純 資 産 14,598 百万 16,346 百万 17,477 百万 

 連 結 総 資 産 27,609 百万 31,195 百万 34,737 百万 

 １株当たり連結純資産 3.11 3.48 3.73 

 連 結 売 上 高 11,424 百万 16,970 百万 17,099 百万 

 連 結 当 期 純 利 益 1,321 百万 1,948 百万 1,904 百万 

 １株当たり連結当期純利益 28.17 41.51 40.69 

 １ 株 当 た り 配 当 金 0.100 0.146 0.143 
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５．日程 

 業務提携の解消及び株式譲渡の実行は本日付で完了いたします。 

 

６．今後の見通し 

 業務提携契約等の諸契約終了に伴う当社派遣の取締役辞任により、L&M 社は関連会社ではなくなるた

め、平成 28年度 3月期第 1四半期に持分法適用範囲から除外いたします。 

また、今回の株式売却により、平成 28 年度 3 月期第 1 四半期連結決算において、約 65 億円の特別利

益を計上いたします。 

  

以上 


